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2011年度 第３四半期

連結決算概要

2012年 2月3日

パナソニック株式会社

上野山 実

◯ それでは、決算概要についてご説明します。
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2第３四半期（累計）決算のポイント第３四半期（累計）決算のポイント

２．更なる市況の悪化、のれん減損等により

年間業績見通しを修正

１．世界的な需要低迷、円高の継続、

タイ洪水の影響等により減収減益

◯ 今回の決算のポイントは、ご覧の２点です。

◯ １点目は、デジタルＡＶ商品を中心とした世界的な需要の

低迷や、円高の継続、タイ洪水影響などにより減収減益

となったこと。

◯ ２点目は、さらなる市況の悪化や、のれんの減損を含む

追加の構造改革により、１０月３１日に公表した年間の

業績見通しを下方修正したことであります。
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3本日の内容本日の内容

１．第３四半期 連結決算概要

２．セグメント別分析

３．年間業績見通し修正

◯ 最初に、 第３四半期の連結決算概要について

ご説明します。
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4第３四半期（累計） 連結決算概要第３四半期（累計） 連結決算概要
（億円）

90% (92%)
▲6,88066,53459,654売上高

▲4,485

▲5,778 

▲2,248

88%

91%

前年比/差

(94%)

1,147
(1.7％）

▲3,338
(▲5.6％）

当社株主に
帰属する
当期純利益

2,273
(3.4％）

▲3,505
(▲5.9％）

税引前利益

2,643
(4.0％）

395
(0.7％）

営業利益

32,63328,852海 外

33,90130,802国 内

10年度
３Ｑ累計

11年度
３Ｑ累計

＊為替の影響を除いた実質ベース（非監査）

＊

＊

◯ 第３四半期累計の売上高は、５兆９,６５４億円。

前年比は９０％、為替の影響を除いた実質ベースは

９２％となりました。

◯ 営業利益は３９５億円、税引前利益はマイナス３,５０５億円、当

期純利益はマイナス３,３３８億円と、それぞれ前年から

大幅な減益となりました。

◯ 営業外で３,４７０億円の事業構造改革費用を計上した

影響で、特に税引前利益と当期純利益の減益幅が拡大

いたしました。
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5第３四半期（３ヶ月） 連結決算概要第３四半期（３ヶ月） 連結決算概要
（億円）

(88%)86%22,85519,602売上高

▲2,376

▲2,739

▲1,034

84%

87%

前年比/差

(90%)

400
(1.7％）

▲1,976
(▲10.1％）

当社株主に
帰属する
当期純利益

827
(3.6％）

▲1,912
(▲9.8％）

税引前利益

953
(4.2％）

▲81
(▲0.4％）営業利益

10,8499,164海 外

12,00610,438国 内

10年度
３Ｑ

11年度
３Ｑ

＊

＊

＊＊

＊為替の影響を除いた実質ベース（非監査）

＊＊当期純利益に含まれる法人税率変更の影響：▲２５５億円

◯ 次に、第３四半期 ３ヶ月ベースの決算概要はご覧の

通りであります。

◯ 薄型テレビをはじめとしたデジタルＡＶ商品が苦戦し、

売上高は１兆９,６０２億円、前年比は８６％と大きく

落ち込みました。その結果、営業利益は、８１億円の

損失となりました。

◯ このうち、タイ洪水の影響は、売上高で８００億円、

営業利益で３３０億円と見ております。また、当期純利益

には、法人税率変更の影響による２５５億円の悪化を

含んでおります。
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6商品別売上高分析（前年差）商品別売上高分析（前年差）

10年度
３Ｑ累計

11年度
３Ｑ累計

（億円）

薄型
ﾃﾚﾋﾞ

電池

携帯
電話

為替の影響を除く実質ベースの売上減

半導体

洗濯機

61,405
59,654

為替差

▲1,751

【為替レート】

B to C
▲2,949億円

B to B
▲37億円

▲ 5,129億円（92％）

▲ 6,880億円（90％）

電工
ﾊﾟｿｺﾝ

電子
部品

三洋
電機

▲2,143

ｴｱｺﾝ

66,534

ﾃﾞｼﾞｶﾒ

111円

79円

11年度
3Q累計

113円1ﾕｰﾛ

87円1USﾄﾞﾙ

10年度
3Q累計

◯ 第３四半期累計の売上高の増減を商品別に見ますと、

前年から６,８８０億円の減収ですが、為替の影響が

１,７５１億円あり、実質ベースの売上減は５,１２９億円。

◯ そのうち、Ｂ ｔｏ Ｂは、前年並みの売上を確保しましたが、

Ｂ ｔｏ Ｃは薄型テレビや携帯電話などの影響で大幅な減少。

三洋電機も半導体事業売却の影響や電子部品の落ち込み

により２,１４３億円の減少となりました。
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7グローバル 地域別販売概況グローバル 地域別販売概況

48%

100%

14%

12%

10%

12%

52%

構成比

-91%30,802日 本

97%88%7,432米 州

90%87%5,857欧 州

93%88%7,288アジア

95%90%8,275中 国

92%90%59,654合 計

現地通貨
ベース

円ベース

前年比

売上高

（億円）（３Ｑ累計）

◯ 地域別の販売概況を見ますと、日本は前年のエコポイント

需要からの反動、海外では景気後退の影響などにより、

各地域で減収となりました。

◯ 米州では、中南米が堅調に推移しましたが、北米の不振

や円高の影響もあり、前年比８８％。

◯ 需要の低迷が続く欧州では、クリスマス商戦でも回復の

兆しが見られず、前年比８７％。

◯ また、アジアや中国も需要が伸びず、販売は前年を下回る

結果となりました。
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8海外ＣＳ販売* 重点新興国の状況（三洋除き）海外ＣＳ販売* 重点新興国の状況（三洋除き）
（３Ｑ累計）

（億円）

BRICs+V・MINTS+B

ブラジル

ロシア

メキシコ

インドネシア

ナイジェリア
サウジ
アラビア

バルカン
諸国

トルコ

数値は前年比

（現地通貨ベース）

中国

ベトナム
インド

71％

106％

94％
132％

110％

105％

117%

155％

108％ 102％

110％

108%

*海外ＣＳ販売 ：パナソニック市販／システム販売

5,000

0
10年度 11年度

◯ 次に、重点新興国の販売状況であります。

◯ 三洋電機を除く、 「ＢＲＩＣｓ＋Ｖ」と 「ＭＩＮＴＳ＋Ｂ」の

市販・システム販売の合計は、前年比１０８％となりました。

◯ 第３四半期だけで見ますと、前年比は１０１％となり、

中南米以外では減速感が出てきております。
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9第３四半期（累計） 営業利益分析（前年差）第３四半期（累計） 営業利益分析（前年差）

10年度
３Ｑ累計

11年度
３Ｑ累計

(億円)

395
(0.7%)

2,643
(売上比 4.0%)

固定費他

932
▲474

為替

合理化

3,650
原材料

価格高騰

▲570

▲2,016

実質
売上減

▲3,770
価格低下

▲2,248億円（▲3.3％）

◯ 次のスライドは、営業利益を前年と比較した主な増減要因

です。

◯ 徹底した合理化や固定費の削減により、価格低下をはじめ

とした減益要因を概ね吸収したものの、売上の減少分を

吸収できず２,２４８億円の減益となりました。
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10営業外損益・法人税等の主な増減要因営業外損益・法人税等の主な増減要因

▲ 3,530▲ 3,900営業外損益

▲ 3,017▲ 3,233その他

▲ 4,485▲ 3,338当社株主に帰属する当期純利益

+387▲ 303非支配持分帰属利益（増減の▲は控除）

▲ 4,872▲ 3,641非支配持分帰属利益控除前当期純利益

▲ 1561持分法による投資利益

+921197法人税等（増減の▲は法人税増）

▲ 5,778▲ 3,505税引前利益

▲ 528▲ 610早期退職一時金

+15▲ 57金融収支

▲ 2,248395営業利益

前年差実 績

（３Ｑ累計）

＊＊法人税等及び当期純利益に含まれる法人税率変更の影響：▲２５５億円

(億円)

＊＊

＊＊

＊

＊

＊「早期退職一時金」および「その他」に含まれる事業構造改革費用合計：▲３,４７０億円

＊＊

◯ 次に、｢営業外損益｣等について、ご説明します。

◯ ｢営業外損益｣は、早期退職一時金や固定資産の減損を

含む事業構造改革費用を計上したことなどにより、前年

から３,５３０億円の大幅な悪化となりました。

◯ また、法人税率変更の影響を含め、「当期純利益」は、

３,３３８億円の損失となりました。
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11事業構造改革費用の内訳事業構造改革費用の内訳

1,907薄型テレビ事業構造改革

489半導体事業構造改革

354半導体 他 のれん減損

720その他

内 容 金 額

3,470合 計

（億円）（３Ｑ累計）

■１１年度における主な事業売却

三洋電機：モーター事業/洗濯機事業/家庭用冷蔵庫事業

◯ この表は、第３四半期までの事業構造改革費用

３,４７０億円の内訳です。

◯ ご覧の通り、薄型テレビと半導体事業において、抜本的な

構造改革を着実に実施しており、併せて第３四半期に

おいて半導体ののれん減損を行いました。

◯ また、三洋電機においても、モーター事業の売却など、

選択と集中が進んでおります。
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12棚卸資産棚卸資産

10年12月末 11年12月末 11年12月末
期初見通し

製商品

原材料
仕掛品

▲▲527527 9,250
（38日）

▲▲736736
9,459
（38日）

（40日）
8,723

(億円)

10年度3Q末 11年度3Q末 11年度3Q末
期初見通し

◯ 次に、「棚卸資産」は、８,７２３億円と前年に比べ金額で

７３６億円減少しましたが、売上の減少に伴い、日数では

２日増となりました。

◯ 期初見通しとの比較でも、同様の傾向となっており、年度末

に向けて、さらに日数ベースにおいても在庫削減を進めて

まいります。
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13設備投資設備投資

2010年度
第3四半期累計

2011年度
第3四半期累計

2011年度
第3四半期累計

期初見通し

2,590
▲▲634634

1,956

2,935
▲▲

979
979

(億円)

10年度3Q累計 11年度3Q累計 11年度3Q累計
期初見通し

◯ 「設備投資」につきましては、１,９５６億円となり、前年に

比べ９７９億円減少しました。

これは主に、薄型テレビと、三洋電機のエナジー関連の

減少によるものです。

◯ 期初見通しに対しましても、６３４億円減少しております。
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14本日の内容本日の内容

１．第３四半期 連結決算概要

２．セグメント別分析

３．年間業績見通し修正

◯ 次に、セグメント別分析について、ご説明します。
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15デジタルＡＶＣネットワークデジタルＡＶＣネットワーク

0

15,000

30,000

09年度 10年度 11年度

-5.0

0.0

5.0

10.0

0

5,000

10,000

09年度 10年度 11年度

-5.0

0.0

5.0

10.0

売上高 ： ２１,８２９億円 （前年比： ８４％）

営業利益： ▲３２７億円 （▲１.５％）

3Q累計 3Q

9,741

7,504

売上高 ： ７,５０４億円 （前年比 ： ８１％）

営業利益 ： ▲１４６億円 （▲１.９％）

25,782
21,829

25,854 9,276

2.1%
3.9%

▲1.5%

4.1% 4.3%

▲1.9%

（売上高：億円） （営業利益率：％） （売上高：億円） （営業利益率：％）

＜３Q累計＞
・パソコンなどは売上を伸ばしたものの、薄型テレビや携帯電話などが不振で、前年比８４％の減収。
・営業利益は、売上減や価格低下の影響などが大きく、３２７億円の損失。

◯ はじめに、「デジタルＡＶＣネットワーク」であります。

左側の第３四半期累計をベースにご説明いたします。

◯ 売上は、パソコンが好調だったものの、薄型テレビや

携帯電話などの不振により、前年比は８４％。

◯ 営業利益は、売上減や価格低下の影響などが大きく、

３２７億円の損失で、前年から大幅な減益となりました。
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16アプライアンスアプライアンス

0

5,000

10,000

15,000

09年度 10年度 11年度

0.0

5.0

10.0

15.0

0

3,000

6,000

09年度 10年度 11年度

0.0

5.0

10.0

3,056
3,203

9,005
9,742 9,792

3,375

6.4%

8.4% 8.0%

3Q累計 3Q

（億円） （％） （億円） （％）

売上高 ： ９,７９２億円 （前年比：１０１％）

営業利益： ７８６億円 （８.０％）

売上高 ： ３,２０３億円 （前年比 ： ９５％）

営業利益 ： ２６０億円 （８.１％）

10.2%
9.7%

8.1%

＜３Q累計＞
・エアコン、洗濯機、冷蔵庫などが堅調に推移し、前年比１０１％の増収。
・営業利益は、原材料高騰の影響などにより減益となるも営業利益率は８.０％を確保。

◯ 「アプライアンス」では、エアコン、洗濯機、冷蔵庫の

白物３主要商品が牽引し、前年比１０１％の増収となりました。

◯ 海外では、３商品に加え、調理家電や換気扇などの売上が

２桁の伸びとなり、海外展開の取り組み成果が着実に表れて

きております。

◯ 営業利益は、原材料高騰の影響などにより減益となりましたが、

利益率は８.０％を確保しております。
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17電工・パナホーム電工・パナホーム

0

5,000

10,000

15,000

09年度 10年度 11年度

0.0

5.0

10.0

0

3,000

6,000

09年度 10年度 11年度

0.0

5.0

10.0
4,107

4,436
11,844

13,22812,805
4,465

3Q累計 3Q

（億円） （％） （億円） （％）

売上高 ： １３,２２８億円 （前年比：１０３％）

営業利益： ５０４億円 （３.８％）

売上高 ： ４,４３６億円 （前年比 ： ９９％）

営業利益 ： １８８億円 （４.２％）

1.8%

4.2% 3.8% 4.2%
5.2%

4.2%

＜３Q累計＞
・パナソニック電工は、ＬＥＤ照明などの環境配慮型商品や建築関連部門が好調に推移したものの、
デバイス部門の苦戦などにより増収減益。

・パナホームは、戸建住宅を中心に建築請負事業の売上が増加したことにより増収増益。

◯ 次に、パナソニック電工とパナホームについてご説明します。

◯ パナソニック電工は、ＬＥＤ照明などの環境配慮型商品や

建築関連部門が好調に推移したものの、デバイス部門の

苦戦などにより増収減益。

◯ パナホームは、秋以降、住宅市況に減速の兆しが見られたも

のの、戸建住宅を中心とした建築請負事業が順調に推移し、

増収増益となりました。
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18＜ご参考＞パナソニック電工(株)の概況＜ご参考＞パナソニック電工(株)の概況

▲18533596%744717電子材料

▲7617810297%1,5611,513制御機器

▲65347111%277308その他

前年差10年度
3Q累計

11年度
3Q累計前年比10年度

3Q累計
11年度
3Q累計

446

▲2

448

130

46

86

営業利益

520

▲6

526

76

44

120

102%

-

102%

106%

100%

102%

11,846

-

11,846

3,949

774

4,584

売上高

11,586

-

11,586

3,738

769

4,496

▲74電工連結

+4消去又は全社

▲78計

+54住設建材

+2電 器

▲34電 材

（億円）セグメント別売上高・営業利益

（注）・2011年3月29日で上場廃止となったパナソニック電工（株）のセグメント概況（非監査）
・この表は億円未満を切り捨てております。

◯ 従来、パナソニック電工が上場会社として発表しておりました、セ

グメント実績はご覧の通りです。

◯ 電子材料や制御機器のデバイス部門は、タイ洪水被害の

影響により前年から減益となり、全体で増収減益となりました。
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19デバイスデバイス

0

5,000

10,000

15,000

09年度 10年度 11年度

-5.0

0.0

5.0

10.0

0

3,000

6,000

09年度 10年度 11年度

-5.0

0.0

5.0

10.0

2,469

1,981

7,037

6,096

7,138

2,329

3Q累計 3Q

（億円） （％） （億円） （％）

売上高 ： ６,０９６億円 （前年比： ８５％）

営業利益： ▲１７３億円 （▲２.８％）

売上高 ： １,９８１億円 （前年比 ： ８５％）

営業利益 ： ▲９９億円 （▲５.０％）

3.2%
4.1%

▲2.8%

7.8%

1.5%

▲5.0%

＜３Q累計＞
・薄型テレビ向けの落ち込みに加え、パソコン、デジタルカメラ向けなども低調で、半導体・
一般電子部品・電池の売上が減少し、前年比８５％の減収。

・営業利益は、特に半導体の収益が大きく悪化し、１７３億円の損失。

◯ 「デバイス」では、薄型テレビ向けの落ち込みに加え、

パソコン、デジタルカメラ向けなども低調で、半導体・一般電子

部品・電池の売上が減少し、前年比は８５％となりました。

◯ 営業利益は、特に半導体の収益が大きく悪化し、１７３億円の

損失となりました。
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20三洋電機三洋電機

0

5,000

10,000

15,000

09年度 10年度 11年度

-10.0

-5.0

0.0

5.0

0

3,000

6,000

09年度 10年度 11年度

-10.0

-5.0

0.0

5.0

3,048

9,741

12,230

3,933

3Q累計 3Q

（億円） （％） （億円） （％）

売上高 ： ９,７４１億円 （前年比： ８０％）

営業利益： ▲４７０億円 （▲４.８％）

売上高 ： ３,０４８億円 （前年比 ： ７８％）

営業利益 ： ▲２０１億円 （▲６.６％）

0.0%

▲4.8%

▲1.4%

▲6.6%

＜３Q累計＞
・太陽光発電システム、コールドチェーン機器などは堅調に推移したものの、電子部品、白物家電、
デジタルカメラなどの売上減や、半導体事業譲渡の影響もあり、前年比８０％の減収。

・営業利益は、売上減の影響や、無形固定資産の償却費等を含めて、４７０億円の損失。

◯ 次に「三洋電機」では、太陽光発電システムなどが堅調に

推移したものの、光ピックアップを中心とした電子部品や

白物家電などの売上減に加え、半導体事業譲渡の影響により、

前年比は８０％となりました。

◯ 営業利益は、売上減の影響に加え、無形資産の償却費

などもあり、４７０億円の損失を計上しました。
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21＜ご参考＞三洋電機(株)の概況＜ご参考＞三洋電機(株)の概況

売上高 営業利益

11年度
3Q累計

10年度
3Q累計 前年比 11年度

3Q累計
10年度
3Q累計 前年差

エナジー 3,152 3,261 97% 54 139 ▲85

電子デバイス 1,187 1,611 74% ▲27 117 ▲144

デジタルシステム 1,673 2,223 75% ▲22 25 ▲47

コマーシャル 2,618 2,994 87% 23 10 +13

コンシューマ
エレクトロニクス 1,288 1,853 70% ▲10 88 ▲98

その他 256 128 200% 7 3 +4

計 10,174 12,070 84% 25 382 ▲357

消去又は全社 ▲300 ▲577 - ▲115 ▲72 ▲43

三洋連結 9,874 11,493 86% ▲90 310 ▲400

（億円）
セグメント別売上高・営業利益

（注）・2011年3月29日で上場廃止となった三洋電機（株）のセグメント概況（非監査）
・非継続事業となった半導体事業に係る金額を除外しております。

◯ 従来、三洋電機が上場会社として発表しておりました、

セグメント実績はご覧の通りです。

◯ 主要５部門の売上は、いずれも減収となり、営業利益も、

コマーシャル部門を除き、減益となりました。
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22その他その他

0

5,000

10,000

15,000

09年度 10年度 11年度

0.0

5.0

10.0

0

3,000

6,000

09年度 10年度 11年度

0.0

5.0

10.0

2,316 2,230
6,777 7,769

8,229

2,625

3Q累計 3Q

（億円） （％） （億円） （％）

売上高 ： ７,７６９億円 （前年比： ９４％）

営業利益： ３２０億円 （４.１％）

売上高 ： ２,２３０億円 （前年比 ： ８５％）

営業利益 ： ８１億円 （３.６％）

1.2%

4.3% 4.1%
2.7%

4.6%
3.6%

＜３Q累計＞
・ＦＡ事業やグループ内事業場向け部材の売上減などにより、前年比９４％の減収。
・営業利益は、売上減の影響などにより、前年を下回り３２０億円。

◯ 「その他」セグメントにつきましては、ＦＡ事業やグループ

内事業場向け部材の売上減などにより、前年比は９４％

となりました。

◯ 営業利益は、 ３２０億円と前年から減益となりました。
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23

ＦＡ事業ＰＥＤＡＶＣ社

233

▲ 25
（▲1.0%）

2,492

実績

+ 20

▲ 138

88%

前年比/
差

23

176
（13.4%）

1,321

実績

+ 12▲ 547319設備投資

▲ 19▲ 686
▲ 863

（▲8.1%）
営業利益

98%79%10,707売上高

前年比/
差

前年比/
差

実績

（３Ｑ累計）

ＡＶＣ社・ＰＥＤ・ＦＡ事業の概況ＡＶＣ社・ＰＥＤ・ＦＡ事業の概況

（億円）

◯ 続きまして、開示ドメイン、開示事業の実績です。

◯ ＡＶＣ社の売上は、特に前年のエコポイント需要からの反動で、

第３四半期の国内売上が大きく落ち込み、前年比７９％。

営業利益も、第３四半期に赤字幅が拡大いたしました。

◯ ＰＥＤの売上は、自動車向けが回復したものの、薄型テレビや

パソコン市況の低迷により、前年比８８％。

営業利益は、売上の減少や原材料価格高騰（ネオジムなど）

が大きく影響し、減益となりました。

◯ ＦＡ事業の売上は、設備投資の減速で、主力の中国市場向け

電子部品実装機が苦戦し、前年比９８％。

営業利益は、減益となりましたが、引き続き２桁の利益率を

確保しました。
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24

１．第３四半期 連結決算概要

２．セグメント別分析

３．年間業績見通し修正

本日の内容本日の内容

◯ 最後に、年間業績見通しの修正についてご説明します。
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252011年度 年間業績修正見通し2011年度 年間業績修正見通し

740
(0.9%)

1,788
(2.1%)

3,053
（3.5%)

86,927

前年

▲3,600

▲3,900

▲1,000

▲3,000

公表差

▲7,800
(▲9.8%)

▲8,200
(▲10.3%)

300
（0.4%)

80,000

修正
見通し

▲8,540▲4,200
(▲5.1%)

当社株主に
帰属する
当期純利益

▲9,988▲4,300
(▲5.2%)税引前利益

▲2,7531,300
（1.6%)営業利益

前年差
10/31
公表

83,000 ▲6,927売上高

（億円）

108円

79円

年間

110円100円１ユーロ

78円77円１USドル

10/31公表4Q

【為替レート】
＊当期純利益に含まれる法人税率変更の影響：▲２５５億円

＊

◯ ２０１１年度の売上高は、８兆円となる見通しで、

１０月３１日の公表から３,０００億円の減収。

◯ また、営業利益は３００億円、税引前利益は

マイナス８,２００億円、当期純利益はマイナス７,８００億円

となり、税引前利益と当期純利益は、当社として過去に

ない損失規模となる見通しです。

◯ なお、タイ洪水の影響は、売上高で１,３００億円、

営業利益で６００億円と見ております。
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262011年度 修正見通し営業利益分析（10/31公表差）2011年度 修正見通し営業利益分析（10/31公表差）

10/31
公表

2/3
修正後

300
(0.4%)

固定費他

500

合理化

▲350

原材料
価格高騰

▲50

▲1,100
実質売上減

▲1,000億円（▲1.2％）

(億円)1,300
(売上比 1.6%)

（うち タイ洪水影響▲600億円）

◯ 営業利益が１,３００億円から３００億円に悪化する主な

要因は、ご覧の通りであります。

◯ 徹底した固定費圧縮に取り組みますが、売上の減少が

大きく影響し、１,０００億円の悪化となる見通しです。
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272011年度 営業外損益の主な内容2011年度 営業外損益の主な内容

0▲3,150▲3,150固定資産減損

▲2,500▲5,140▲7,640事業構造改革費用

のれん減損

早期退職・拠点再編等

▲310▲10▲320株式評価減

0▲1,590▲1,590

▲2,500▲400▲2,900

▲4,300

▲5,600

▲450

1,300

10/31公表

営業外損益計

▲8,200

▲8,500

▲540

300

修正後

▲1,000営業利益

▲2,900

▲90その他

内 容 公表差

▲3,900税引前利益

（億円）

＊

＊営業外損益のうち、５,３９０億円はキャッシュアウトが発生しません。

＊

＊

◯ 次に、営業外損益についてご説明します。

◯ 事業構造改革費用は、１０月３１日の公表では５,１４０億円

を見込んでおりましたが、のれん減損２,５００億円を加え、

７,６４０億円となります。

◯ そのほか、株式評価減などもあり、営業外損益は、

マイナス８,５００億円となる見通しです。

◯ なお、固定資産やのれんの減損及び、株式評価減のうち、

５,３９０億円はキャッシュアウトが発生いたしません。
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282011年度 セグメント別年間見通しの修正2011年度 セグメント別年間見通しの修正

▲1,170 800▲3,50092,100計

+170 ▲500+500▲12,100消去又は全社

営業利益売上高
10/31公表差10/31公表差

+20 470▲30011,700その他

▲270▲220▲7008,100デバイス

▲100 660▲20017,900電工・パナホーム

▲110 930▲30012,900アプライアンス

▲660▲300▲1,80029,100ﾃﾞｼﾞﾀﾙAVCﾈｯﾄﾜｰｸ

▲50 ▲740▲20012,400三洋電機

300 ▲1,000 80,000 ▲3,000連結決算

（億円）

◯ 最後に、セグメント別の年間見通しの修正はご覧の通りです。

◯ 「デジタルＡＶＣネットワーク」と「デバイス」部門の売上減と

営業利益減が主な修正内容となっています。
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29

◯ 以上、今回の見通し修正では、現時点で想定されるリスクを

織り込んだため、巨額の事業構造改革費用となりましたが、

◯ 今年度に徹底した経営体質のスリム化を図り、課題事業に対

する抜本的な手を全て打ち終えることにより、ここを底と

して、来年度からの業績Ｖ字回復を目指してまいります。

◯ 今後も、当社へのより一層のご理解とご支援をお願い

いたします。
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30
本プレゼンテーションには、パナソニックグループの「将来予想に関する記述（forward-looking statements）」（米国1933年証券法第27条
Aおよび米国1934年証券取引所法第21条Eに規定される意味を有する）に該当する情報が記載されています。本プレゼンテーションに
おける記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関する記述に該当します。これら将来予想に関す
る記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたパナソニックグループの仮定および判断に基づくものであり、これには既知または未
知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しており、それらの要因による影響を受けるおそれがあります。かかるリスク、
不確実性およびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示されるパナソニックグループの将来におけ
る業績、経営結果、財務内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。パナソニックグループは、本プレゼン
テーションの日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表する義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれまし
ては、米国1934年証券取引所法に基づく今後の米国証券取引委員会への届出等において当社の行う開示をご参照下さい。

なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。
かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書等にも記載されていますのでご参照下さい。

●米国、欧州、日本、中国その他のアジア諸国の経済情勢、特に個人消費および企業による設備投資の動向

●多岐にわたる製品・地域市場におけるエレクトロニクス機器および部品に対する産業界や消費者の需要の変動

●為替相場の変動 （特に円、米ドル、ユーロ、人民元、アジア諸国の各通貨ならびにパナソニックグループが事業を行っている地域の通
貨またはパナソニックグループの資産および負債が表記されている通貨）

●資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

●急速な技術革新および変わりやすい消費者嗜好に対応し、新製品を価格・技術競争の激しい市場へ遅滞なくかつ低コストで投入する
パナソニックグループの能力

●他企業との提携またはM&A（パナソニック電工および三洋電機の完全子会社化後の事業再編を含む）で期待どおりの成果を上げられ
ない可能性

●パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向

●多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力

●製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

●第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

●諸外国による現在および将来の貿易・通商規制、労働・生産体制への何らかの規制等（直接・間接を問わない）

●パナソニックグループが保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰延税金資産
等の評価の変動、その他会計上の方針や規制の変更・強化

●地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、その他パナソニックグループの事業活動に混乱を与える可能性のある要素

●東日本大震災が、パナソニックグループの部品調達・生産・物流、個人消費を含む日本の経済情勢および海外での販売活動に与える
影響、その他パナソニックグループに直接または間接に与える影響、ならびにタイで発生した洪水がパナソニックグループの部品調達・
生産、その他パナソニックグループに直接または間接に与える影響

※営業利益（損失）は、日本の会計慣行に従い、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しています。米国で一般に
公正妥当と認められた会計原則では、連結損益計算書においてその他の特定の費用（長期性資産の評価減や構造改革費用等）は営
業利益（損失）に含まれます。


